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In order to accurately estimate soil volume in debris flow areas, nonlinear mapping technique is applied to multi-
temporal Digital Elevation Models (DEMs) derived from LiDAR data observed before and after the 2014 Hiroshima 
rainstorm.  Geometric distortions between the pre- and post-event DEMs are remarkably reduced by the nonlinear 
mapping.  The erosion and deposition volumes in the debris flow areas are estimated by the elevation change between 
the DEMs.  The result shows that the soils of approximately 700,000 cubic meters are mobilized in the rainstorm.  The 
multi-temporal results of the soil volume estimation quantitatively reveal the volumes removed after the disaster. 
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１．はじめに 
 

2014年8月19日夜から20日未明にかけて中国地方や九州

北部地方で発生した豪雨により，各地で多くの被害が生

じた．特に，広島市内では安佐北区三入において観測史

上最高となる1時間降雨量の日最大101.0ミリ，3時間降雨

量の日最大値217.5ミリ，24時間降雨量の日最大値257.0ミ
リを観測した1)．この局地的に発生した猛烈な豪雨によ

り，広島市安佐南区や安佐北区において多数の土石流が

発生し，死者74名，重軽傷者44名，全半壊255棟の甚大な

被害が生じた2)．広島県では風化花崗岩（まさ土）が広

く分布していることから，豪雨等により崩壊しやすい地

域が多く，1999年6月の豪雨災害をはじめ数多くの土石流

や斜面崩壊等の土砂災害が発生している3～5)． 
大規模災害が発生した場合，被害状況の迅速な把握の

ために，航空機からの空中写真撮影が実施され，被災家

屋の判読や被害地域の抽出等が行われる6, 7)．土石流や地

すべりといった大規模な土砂災害の場合，被害の規模や

影響範囲の把握，復旧作業の立案のために，災害後でき

るだけ早期に崩壊土砂量を把握することが必要である．

また，実際の災害における崩壊土砂量を詳細に把握して

おくことは，将来の土砂災害における崩壊土砂量の予測

技術を高度化する上でも重要となる．最近では航空レー

ザ測量（Light Detection and Ranging: LiDARあるいはLaser 
Profiler: LP）技術の向上により，比較的簡便に高解像度

な数値標高モデル（Digital Elevation Model：DEM）を取

得することが可能となり，迅速な地形変化の把握や崩壊

土砂量の推定に利用されるようになった8～10)． 
土砂災害による崩壊土砂量は，災害前後のDEMによる

標高差分値から推定される場合が多く，2014 年広島豪雨

災害においても崩壊土砂量の推定が行われている 11)．た

だし，LP データによる DEM に対して，単純に 2 時期の

標高値の差分分布を求めると，使用するデータによって

は，位置ずれの影響により地形変化がほとんどない地域

においても，大きな標高差が生じる場合があることが指

摘されている 12)．一般に，LP データによる DEM の位置

ずれは，現地での測量を基にして補正されることが多い

が 13)，緊急時に実施することは容易ではない．災害後の

迅速かつ実用的な被害把握を考えた場合，高精度な崩壊

土砂量の推定のためには，簡便にDEMの位置ずれを補正

する方法を検討しておく必要がある． 
LPデータによるDEMの位置ずれを解消するために，デ

ータ全域における二時期の標高差が最小となるよう，最

適化手法によりDEMを幾何補正する手法が提案されてい

る12)．ただし，この方法は，データ全域に一定の移動量

を与えるものあり，地形変化が発生した箇所の標高差も

含めて補正を行うため，範囲内に地形変化が多く含まれ

ている場合や移動量が局所的に異なる場合には精度の良

い位置合わせができない可能性がある．  
一方で，画像処理分野では，2時期のリモートセンシン

グ画像間に含まれる局所的な位置ずれやひずみを解消す

るための非線形写像法が提案されている14)．この方法は，
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それぞれの画像を小領域に分割し，小領域毎に画像間の

誤差が最小となる移動ベクトルを求め，それに基づき画

像を幾何補正するものであり，変化が大きく正しい移動

ベクトルが求めにくい箇所に対しては，周囲のベクトル

に合わせて移動ベクトルを修正することで，精度の高い

位置合わせを行おうとするものである．このような手法

は，地形変化が顕著な地域や局所的な位置ずれを有する

データの補正に有効であると考えられるが，地形データ

に対する適用性を検討した例はみあたらない． 
そこで本研究では，高精度な崩壊土砂量の把握技術を

構築するために，2014年広島豪雨災害での土石流氾濫域

を対象として，災害前後のLPデータによるDEMに対して

非線形写像法による幾何補正を行い，その適用性を評価

する．さらに，得られたDEMを用いて各土石流氾濫域に

おける崩壊土砂量を推定し，それらの特徴を考察する． 

２．対象地域と使用したデータ

 
本研究では，2014 年広島豪雨災害で甚大な被害が発生

した広島市安佐南区および安佐北区の一部を対象とした．

対象地域における災害前 DEM を図 1 に示す．この DEM
は，国土地理院により基盤地図情報 15)（数値標高モデル）

として公開されているデータであり，LP データから作成

された 5m メッシュデータである．データ作成年は 2013
年であり，高さ方向の分解能は 0.1m である．対象地域は

土石流による被害が甚大であった安佐南区八木地区や緑

井地区，安佐北区可部地区を含む南北約 12km，東西約

12kmの範囲である． 
同地域における災害後 DEM を図 2 に示す．この DEM

は朝日航洋株式会社により災害から約 1 週間後の 8 月 27，
28日に計測されたLPデータから作成されたものである．

本 LP データ計測における使用機体はヘリコプター

Aerospatiale AS350B3 で，飛行高度は約 700m，計測には

カナダ Optech 社の ALTM ORION M300を用い，計測時の

レーザ照射密度は約 4 点以上/m2 である．得られた DEM
は 1m メッシュのデータであり，高さ方向の分解能は

0.01mである．また，同時に撮影された航空写真も図 2に
示す．図 1 や 2 には，国土地理院による写真判読結果 16)

を参考にして，航空写真から判読した土砂流出範囲を示

している．判読した範囲は斜面崩壊によるものが一部含

まれているが，ほとんどが土石流によるものとなってい

る．対象地域では計 174箇所，計約 1 km2の範囲で土砂の

流出がみられた．また，基盤地図情報 15)による建物ポリ

ゴンと重ね合わせたところ，土砂流出範囲には計約 900
棟の建物が含まれていた． 
本研究で使用する災害前後のDEMは，解像度がそれぞ

れ異なる．本研究では，DEM の詳細な位置合わせを行う

ために，災害前 DEM を空間補間により 1m メッシュデー

タに変換した．空間補間では，災害後DEMにおけるメッ

シュの中心点が同じとなるメッシュを作成し，中心点で

の標高値を周囲のメッシュの標高値から共一次内挿法に

よりリサンプリングすることで，1m メッシュデータを作

成した．なお，本研究では主に水平方向の位置ずれ対象

として解析を行うため，高さ方向の分解能を災害前後の

データともに 0.1mに統一して行った． 
ここで，土砂流出がみられず災害による影響がほとん

どない地域を対象として，災害前後のDEMの標高差分値

の特徴を調べた．対象地域は，平地に比べて起伏が大き

く，位置ずれの影響が顕著に現れる山地とした．本研究

図 対象地域における災害前 （ メッシュ）

図 災害後 （ メッシュ）と航空写真
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では，図 1, 2 中の実線枠で示す範囲を対象とした．災害

前後の DEMから単純な標高差分値を求めた結果を図 3に
示す．なお，図では標高差分が±1m 以内のメッシュは着

色していない．一見，2 時期の標高分布には大きな違い

はみられないにも関わらず，図 3には 1m以上の標高差分

がみられる範囲が広く分布していることがわかる．航空

写真等をみる限り，大きな地盤変動が起きたとは考えに

くいことから，これらの標高差のほとんどはDEM間の位

置ずれによって生じたものと考えられる． 
図 3 のような位置ずれが生じる原因として，既往の研

究 12)では，①主に GPS に起因する航空レーザ測量におけ

る計測誤差，②データの測地系変換時に生じる誤差，が

挙げられている．また，LP データから DEM を作成する

際には，地物を除去するためにフィルタリング処理が施

されるが，その処理方法はデータの計測・作成機関によ

って異なる上，手作業による処理も行われる 13)．このた

め，本研究で用いたデータにおいて，上記のようなずれ

が生じた原因として，③LP データから DEM へのフィル

タリング処理の違い，また，④災害前DEMの解像度が粗

いことによる精度の違い，の影響も含まれているものと

考えられる． 
 
 
３． 時期の に対する非線形写像法の適用

 
本研究では，2 時期のリモートセンシング画像からの

変化域抽出に利用されている非線形写像法 14)を，災害前

後のDEMに対して適用することを試みた．この方法は，

それぞれのデータを N×N 個のメッシュからなる正方小領

域に分割し，小領域毎にデータ間の標高差分が最小とな

る移動ベクトルを求める探索操作と，各移動ベクトルを

近傍の移動ベクトルと比較して修正する協調操作からな

る．本手法の概念図を図 4 に示す．特に文献 14)では，小

領域の大きさを段階的に変化させて複数回探索操作を行

うこと（多段的探索）と，修正する移動ベクトルを統計

的な判別分析法によって決定すること（選択的協調）で，

詳細な位置合わせを試みている． 
この手法では，航空写真等の複雑な画素分布を有する

高解像度なリモートセンシング画像へ適用するために多

段的探索が行われているが，本研究で用いるDEMの標高

分布は，リモートセンシング画像の画素分布ほど複雑で

ないことを考慮して，多段的探索は行わず，探索操作は

一度のみ行うこととした．なお，本DEMに対して多段的

探索を実施しても結果に大きな違いは表れないことを確

認している．災害前後の DEM にによる誤差は[1]式に示

すように小領域内における各メッシュでの標高差分の二

乗平均平方根として求めた． 
 

 
( 1)/2 ( 1)/2

2
1 22

( 1)/2 ( 1)/2

1 ( , ) ( , )
N N

c c c c
j N i N

d e i i j j e i i dx j j dy
N

 

   

           

[1] 
 
ここで， N は正方小領域の一辺のメッシュ数， ( , )c ci j は

小領域の中心となるメッシュの座標， 1e は災害後の標高

値， 2e は災害前の標高値を表し， dx は X 方向の移動量，

dy はY方向の移動量を表す．探索処理では，探索範囲内

で標高差分 d が最小となる dx , dy を求める．このとき，

移動量 ( , )dx dy が移動ベクトルを表す．図 5に補正による

災害前後の地形と得られた移動ベクトルの模式図を示す．

図に示すように，災害前後の地形の誤差が最小となるよ

うに各小領域で移動ベクトルを求める． 
協調操作は，文献 14)による方法と同様に，探索操作に

よって求まった全移動ベクトルを線形判別法により 2 グ

図 未補正 による標高差分分布
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図 非線形写像法の概念図

図 補正前後の地形と移動ベクトルの模式図

図 移動ベクトルの協調処理
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ループに分割し，ベクトルの大きさが大きいグループに

対してのみ協調操作を行うこととした．協調操作では，

近傍のベクトルを参照して X，Y 方向の移動量の中央値

を，対象となるメッシュの移動ベクトルとして置き換え

る処理（メディアン協調）を行った．協調処理の概念図

を図 6 に示す．各小領域で得られた移動量を共一次内挿

法によって補間することで，全メッシュに対する移動量

を算出し，それに基づいてDEMの幾何補正を行った．本

研究では，元々の解像度が粗い災害前 DEM を災害後

DEM に一致するように移動させた．  
解析に用いるパラメータは，小領域の大きさ，探索範

囲の大きさ，協調処理を行う範囲の大きさである．小領

域の大きさを小さくするときめ細かく移動量を求めるこ

とが可能であるが，大きな範囲で地形変化があった場合，

正しい移動先を見つけにくくなる．また，探索範囲を小

さくすると計算時間は短くなるが，必要な移動量に比べ

て小さいと正しい移動先を見つけられない可能性がある．

ここで，図1,2に示す土砂流出範囲をみると，土石流が発

生した渓流の幅は最大で 30m 程度であった．そこで，小

領域の大きさは，これらの渓流幅をカバーするように

31×31メッシュ（31m）と設定した．また，使用した災害

前 DEM の元の解像度は 5m であることから，ほとんどの

メッシュの移動量は5m以内に収まるものと予想される．

ただし，広域のデータに対する試行の結果，移動量が 5m
を越えるメッシュがわずかにみられたことから，探索範

囲は 10×10 メッシュ（10m）とした．また，協調操作を

行う範囲は，文献 14)で使用された値を参考にして 7×7と
した．なお，いずれのパラメータも上記以上の大きさに

した場合，結果に顕著な違いが表れないことを確認して

いる． 
さらに，本研究では比較のために，文献 12)と同じく，

全域に一定の移動量を与えて水平方向に平行移動させる

方法も検討した．文献 12)による方法では，データの移動

量を直接探索法による最適化手法を用いて探索している

が，本研究では上記の非線形写像法で得られた全移動ベ

クトルの平均値を，移動量として災害前DEMに与えた．

以降，この手法による幾何補正を線形写像による補正と

呼ぶ． 
図 3に示す範囲の DEMに対して，非線形写像法を適用

して得られた移動ベクトルの分布を図 7 に示す．対象範

囲における移動方向と移動量は，全体でほぼ南方向へ 1m
ないし2mとなっており，移動量は場所によってやや変化

していることがわかる．また，非線形写像による補正後

のDEMを用いた標高差分分布と線形写像による補正後の

DEM を用いた標高差分分布を図 8, 9 にそれぞれ示す．図

3 に示す未補正の標高差分分布と比べて，いずれの結果

も1m以上の標高差がみられる範囲が大幅に低減されてい

図 非線形写像による移動ベクトルの分布図

図 非線形写像による幾何補正後の標高差分分布

図 線形写像による幾何補正後の標高差分分布
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図 標高差分のヒストグラムの比較

表 補正前後の標高差分の比較

メ
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ることがわかる．補正後の標高差分分布図を比較すると，

非線形写像による補正の方が，標高差が大きい範囲は少

なくなっている． 
それぞれの標高差分のヒストグラムを図 10 に示し，そ

れらの平均値と標準偏差を表 1 に示す．未補正のデータ

では，標高差分の平均値はゼロから大きく外れ，標準偏

差も大きいのに対して，補正後のデータでは平均値はほ

ぼゼロとなり，標準偏差も小さくなっていることが確認

できる．また，線形写像による補正に比べて，非線形写

像による補正の方が，標高差分がゼロとなるメッシュが

多く，標準偏差が小さい．このことは，非線形写像法に

より局所的に異なる移動量を与える補正の方が，精度良

く位置合わせできていることを示している． 
 
 
４．災害前後の標高差分による崩壊土砂量の推定

 
図 1に示す対象地域全体の DEMに対して，非線形写像

法による幾何補正を行い，標高差分を求めた．土石流に

よる被害が最も甚大であった安佐南区八木・緑井地区に

おける解析結果を図 11 に示す．図では青色ほど災害後に

標高が低くなり，土砂が浸食されていることを表し，赤

色ほど災害後に標高が高くなり，土砂が堆積しているこ

とを表している．また，標高差が±0.5m 以内は着色して

いない．図 11 上には土砂流出範囲も併せて示している．

なお，災害前のDEMには基本的に樹木は含まれていない

のに対して，災害後のDEMでは倒れて流出した樹木が地

形の高さに含まれている可能性があるが，災害後の LPデ

ータから土砂と倒木を分離することは困難であることか

ら，両者をあわせて土砂として取り扱うこととした． 
図をみると，土砂流出範囲外においても標高差分がや

や大きいメッシュがみられるものの，標高差分が大きな

メッシュのほとんどは土砂流出範囲内にあり，土石流に

よる土砂の移動により地形が変動している様子が確認で

きる．図 11 中の A, B で示す地点における現地写真を図

12に示す．図 12は災害後約 2週間後に撮影したもので，

地点 Aは土石流が発生した渓流の上流に位置し，2m程度

の土砂の浸食がみられた．地点 B は下流の住宅地に位置

し，約 4m の土砂の堆積が確認された．また，図 10 中の

C で示す地点は土石流が発生した渓流の源頭部に位置し，

D で示す地点は下流の住宅地に位置する．現地調査 17)に

よると，地点 C, Dでそれぞれ高さ 4～5mの土砂の浸食，

高さ約 3m の堆積がみられた．一方，図 11 の本研究によ

り推定された標高差分分布をみると，地点 Aで-2.2m，地

点 B で+3.4m，地点 C で-4.4m，地点 D で+3.0m となり，

現地での様子とほぼ対応していることが確認された．ま 

図 八木・緑井地区における土砂流出範囲（赤線枠）と標高差分分布

-0.5

-3.0

+3.0

+0.5

標高差(m)

AB

C

D

A
B

C

D

N

図 現地写真（ 年 月 日撮影）

地点B地点A

約4m
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た，図 11 の範囲における標高差分の最大値は，浸食側で

-7.6m，堆積側で+5.8mであった． 
空写真から判読した土砂流出範囲内における標高差分

分布を求めた結果を図 13 に示す．図 1, 2 中の破線枠のう

ち，図 13 の左側が南側の八木・緑井地区の拡大図を表し，

右側が北側の可部地区の拡大図を表している．両地区の

標高差分分布を比較すると，可部地区よりも南側の八

木・緑井地区の方が標高差分が大きなメッシュが多く，

高さ3m以上の土砂の浸食・堆積が広く現れていることが

わかる． 
図 13の結果に対して，文献 11)を参考に標高差分の正負

が逆転する地域を境界として，各土砂流出範囲を上流側

と下流側に分類した．各渓流での上流側・下流側の領域

面積と標高差分の平均値の関係をプロットしたものを図

図 土砂流出範囲内における標高差分分布（左：八木・緑井地区，右：可部地区）

図 上流側・下流側における平均標高差分 図 上流側・下流側における土砂移動量

-1.0

-3.0

+3.0

+1.0

標高差(m)

-0.5

-3.0

+3.0

+0.5

標高差(m)

-0.5

-3.0

+3.0

+0.5

標高差(m)

面積

平
均
標
高
差
分

上流
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土
砂
浸
食
量
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表 補正後データによる土砂量の収支

表 未補正データによる土砂量の収支

浸食量(m 堆積量(m 収支(m

上流側

下流側

合計
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上流側
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14 に示す．上流側では平均的に約-1m の標高差が，下流

側では約 0.5m の標高差がみられた．下流側では，地形が

比較的平坦で土砂が広範囲に分散すること，土砂が河川

や家屋等へ流入すること，捜索活動や復旧活動のために

災害直後から土砂の撤去が行われること，などの理由か

ら，上流側に比べて標高差分が小さくなったものと考え

られる．上流側のプロットをみると，面積が大きくなる

ほど平均標高差分はやや大きくなる傾向がみられるが，

ほぼ一定とみなせる．このことは，土砂の崩壊土層の厚

さは，崩壊規模によらず，同程度であることを示唆して

いる． 
次に，得られた標高差分分布を用いて土砂移動量の推

定を行った．まず，メッシュ面積（1m2）に標高差分を

掛け合わせた値を 1 メッシュあたりの土砂移動量（m3）

とし，負のとき浸食量，正のとき堆積量と定義する．次

に，各渓流の上流側および下流側の範囲内の全メッシュ

に対して浸食量と堆積量の和を算出することで，土砂収

支を計算した．各土砂流出範囲の上流側および下流側で

の土砂浸食量と土砂堆積量の関係をプロットしたものを

図 15 に示す．全体として，上流側では土砂浸食量の値が

顕著であり，下流側では土砂堆積量が顕著であることが

確認できる．各渓流における土砂浸食量は最大で約 10 万

m3，堆積量は最大で約 3万 m3であった．上流側，下流側

で浸食量および堆積量の総和を求めた結果を表 2 に示す．

また，それぞれの収支すなわち浸食量と堆積量の差も併

せて示している．土砂浸食量は計 70 万 m3 であるのに対

して，堆積量は計 35 万 m3 と約半分となっている．これ

は，前述の通り，下流側では土砂の撤去や家屋等への流

入が大きいためと考えられる．これを踏まえると，表 2
に示す土砂浸食量の総和である約 70 万 m3 が，土石流に

よる崩壊土砂量を表しているものと考えられる． 
データの位置ずれを補正をしていないDEMを用いた場

合における土砂量の推定を行った結果を表 3に示す．表 2
に示す補正後の結果と比べると，土砂浸食量，堆積量と

もに過大に評価されていることがわかる．堆積量を比較

すると，補正後データでは約 35 万 m3，未補正データで

は約 37 万 m3と 5%程度の違いしかないのに対して，浸食

量を比べると，補正後データでは約 70 万 m3，未補正デ

ータでは約 90 万 m3 と約 30%も大きくなっている．これ

は，土砂の堆積が現れる下流側は低地であり比較的起伏

が小さいために，位置ずれの影響がそれほど大きく現れ

ないのに対して，浸食が現れる上流側は起伏が大きく位

置ずれの影響が土砂量に顕著に現れるためだと考えられ

る．以上から，精度のよい崩壊土砂量の把握のためには，

特に起伏の大きな地域での位置合わせが重要であり，本

研究による補正が有効であることがわかった． 
 
 
５．異なる時期に計測されたデータによる崩壊土

砂量との比較

 
本研究で推定した崩壊土砂量について，異なる LPデー

タによる DEM を用いて土砂量を推定した結果 11)と比較

する．この解析では，2009～2010 年に計測された災害前

LP データと，2014年 8月 25日に計測された災害後 LP デ

ータ（一部に 23日，28日に計測されたデータも含む）か

ら作成されたDEMの差分により土砂量を推定している．

データの空間分解能は災害前後とも1mであり，災害後の

データの取得日は本研究のデータに比べて 2～3 日早い．

これらのデータに，本研究で使用したデータにみられた

ような位置ずれの有無や，位置ずれの補正処理を施して

いるかは確認できなかった．ただし，本研究では災害前

データとして分解能 5m の DEM を利用しているのに対し

て，文献 11)では災害前後ともに分解能 1m の高解像度な

DEM を利用していることを考慮すると，データの位置精

度は本研究による補正後のデータと同程度ないしそれ以

上に高いものと予想される． 
文献 11)では土砂流出範囲が明記されていないため，本

研究による結果と単純に比較することは困難であった．

そこで，本研究による土砂流出範囲が，文献 11)の土砂流

出範囲とほぼ同じであると判断した約 40 の渓流について，

両者の浸食量と堆積量を比較した結果を図 16 に示す．浸

食量は渓流の上流側の値を，堆積量は下流側の値をそれ

ぞれ比較した．文献 11)のデータに位置ずれの影響がない

ものとすると，両者の土砂量の差は，文献 11)と本研究で

使用した災害後データの計測日の間における土砂の移動

図 推定土砂量の比較

表 文献 による土砂量の収支

本研究による推定土砂量

文
献

に
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に
よ
る
推
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土
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量を表しているものと考えられる．図 16(a)をみると，両

者の土砂浸食量に大きな差はみられない．これは，一般

に土石流により浸食された渓流の上流側では，災害直後

に土砂の移動が行われることはほとんどないためと考え

られる．一方で，図 16(b)をみると，堆積量については，

ほぼ全ての渓流において本研究による値の方が小さい傾

向がみられた．本研究で用いたデータの計測日の方が 2
～3 日遅いことから，両者の差は計測日の間に撤去され

た土砂量を表しているものと考えられる． 
本研究と同じ対象地域における文献 11)での土砂収支の

結果をまとめたものを表 4 に示す．表 2 に示した本研究

による結果と比較すると，浸食量は上流側，下流側とも

同程度の値で，合計値も約 70 万 m3 で同程度となってい

ることが確認できる．一方で，堆積量を比較すると，本

研究による結果の方が上流側で約 6万 m3，下流側で約 10
万 m3少なく，合計で約 16 万 m3少なかった．上記と同様

に，両者の差を撤去された土砂量と仮定すると，この結

果は，対象地域全体で 8 月 25 日から 2～3 日間におよそ

計 16 万 m3 の土砂が流出範囲外へ撤去されたことを示唆

している． 
この土砂撤去量について，対象地域全域における土砂

撤去の進捗に関する資料は見当たらなかったため，被害

が最も大きかった八木・緑井地区における土砂撤去に関

する資料 18)を基に考察する．この資料 18)によると，八

木・緑井地区では 8 月 23 日から本格的な土砂撤去が開始

され，8 月 27 日までの 5 日間における進捗率は 35%であ

ると記載されている．この値は，対象となる道路等の総

延長に対する土砂撤去された累計距離の割合を表したも

のであり，厳密には撤去された土砂量の割合を表したも

のではないが，ここでは土砂量にも適用できるものと考

えた．この進捗率に基づくと，1 日あたりの土砂撤去の

進捗率はおおよそ 7%と概算できる．表 2 や表 4 の浸食量

の合計に示したように，対象地域全域における崩壊土砂

量は約 70 万 m3 であり，全域における土砂撤去の進捗率

は，八木・緑井地区での進捗率と同等であると仮定する

と，対象地域全域では 1 日あたり 4.9 万 m3 の土砂が撤去

されているものと推定できる．この値を用いると，8 月

25 日から 2～3 日間における全域での土砂撤去量は約 10
～15万m3と求まる．前述の通り，本研究による推定値は

約 16 万 m3 であり，上記の概算値と概ね対応する．以上

に示す考察から，本研究と文献 11)との土砂堆積量の差は，

計測日の間に流出範囲外へ撤去された土砂量を概ね表し

ていると判断できる． 
以上より，文献 11)による結果と本研究による結果を比

較したところ，土砂浸食量については大きな差はみられ

なかったことから，文献 11)によるデータの位置精度は本

研究により補正したデータの位置精度とほぼ同程度ない

しそれ以上であることが示唆された．また，土砂堆積量

の変化から，データ計測日の間における土砂の撤去量を

推定することができた． 
 
 
６．結論

本研究では，2014 年広島豪雨災害で甚大な被害が生じ

た広島市安佐南区八木・緑井地区と安佐北区可部地区を

対象として，災害前後に計測された LP データによる

DEM に対して，非線形写像法による位置合わせを行った

上で，2 時期の標高差分を用いて崩壊土砂量の推定を行

った． 
用いたデータには顕著な位置ずれがみられ，これを補

正するには，既存の手法に比べて，局所的な位置ずれを

補正できる非線形写像法が有効であることを示した．位

置ずれを補正したDEMの標高差分を求めた結果，土石流

による被害が甚大であった地域では，最大で高さ約 7.5m
の土砂の浸食が，高さ約6mの土砂の堆積がみられた．さ

らに，標高差分値から土石流が発生した各渓流で崩壊土

砂量を推定した．その結果，ひとつの土石流発生箇所で

最大約 10 万 m3の土砂の浸食が，約 3 万 m3の土砂の堆積

がみられることを示した．また，対象範囲全域では，土

砂の浸食量は約 70万 m3，堆積量は約 35万 m3となること

を示した． 
本研究のデータより 2～3 日早く取得された LP データ

による崩壊土砂量の推定結果と比較したところ，土砂浸

食量には大きな違いはみられなかったこと，堆積量は本

研究による値の方が全体で約 16 万 m3 小さく，土砂撤去

の進捗に関する資料を参考にして，2～3 日間でその量の

土砂が流出範囲外へ撤去されたと判断できること，を示

した． 
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